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当期のわが国経済は、景気回復を重視する
各種の政策効果もあり、輸出関連企業を中心と
する収益の改善、設備投資の増加、雇用情勢の
持ち直しが見られ、緩やかな回復基調となり
ました。
当行が営業基盤とする千葉県経済におき

ましても、新規自動車登録台数や新規住宅着工
戸数等が増加、雇用も改善傾向が見られ、また
企業倒産件数が低い水準で推移するなど、国内
景気同様、回復の兆しが伺えました。

経営体質･財務体質の強化
　平成２５年度からの３ヵ年にわたる中期経営
計画「変革・成長戦略“２ｎｄ Ｓｔａｇｅ”」に基づき、
当行のめざすべき姿である「地域の お客さまの 
ベスト・コンサルタント」の実現に向け、強固な
経営基盤の構築と『新ちば興銀』の確立を目標
とし、“コア顧客”を主柱とした「顧客基盤」の再
構築をコア戦略として、具体的な戦略・施策を
展開してまいりました。

法人取引増強
お取引先企業との接点増強とリレーション強化、

新規収益機会の獲得に重点を置いた渉外活動
を展開し、中小企業貸出の増強に努めてまいり
ました。
事業資金のご支援はもちろんのこと、中小企業

のお客さまの多様なニーズにお応えするべく、
さまざまな情報提供を通じてお客さまとの接点
増強を図っております。中小企業のお客さまに
とって、円滑な事業継承や販路拡大は大きな経営
課題となっていることから、税理士法人等の外部
専門家と連携したご提案や、お客さま同士の商流
をつなぐビジネスマッチングなどのコンサル
ティング営業を強化し、お客さまの課題解決に
向けて積極的に取組んでまいりました。
また、企業が持続的に成長するための仕組み

である「経営品質向上プログラム」の実践を

サポートする勉強会の開催や、事業後継者の育成
を目的として設立した「ちば興銀『経営塾』」の
運営などを通して、お客さまのさらなる発展にも
貢献しております。
さらに、千葉県の主要産業である「農業」に

ついては専門の担当者を配置し、公的助成を
活用した新商品開発や販路開拓のご支援、農業
法人の設立支援等農商工連携によるアグリビジ
ネスの活性化に向けた取組みを行っており
ます。今後も地元千葉県内の成長・育成支援
強化に向け、渉外担当者のコンサルティング
スキル向上、サポート体制の一層の充実により、
お取引先へのきめ細かいニーズ対応に努めて
まいります。

個人取引増強
お客さまのさまざまなライフプラン・資金

ニーズにお応えできるよう、商品性の充実と、
利便性の向上に努めてまいりました。
当行とのお取引状況に応じてＡＴＭ・貸金庫

の手数料や預金・ローンの金利を優遇する「ちば
興銀ポイントサービス『コスモスクラブ』」の利用
拡大に努めるとともに、インターネットバン
キング・ＡＴＭ等のお取引チャネルの利便性
および安全性の向上により、お客さまに当行を
一層幅広くご利用していただけるよう努めて
おります。
また、第２のライフステージを迎えられた

方の資産運用ニーズ等にお応えするため、退職
金を対象とした退職金専用プラン定期預金
「ハッピーステージ」をお取扱いするほか、シニア
層向けに「セカンドライフセミナー」・「相続セミ
ナー」を開催しております。また、年金相談会を
県内各地で開催しご好評をいただきました。
資産運用商品販売については、多様化する

お客さまのニーズにお応えできるよう取扱商品
の拡充に努めてまいりました。
「投資信託商品」については、商品ラインナップ
の充実を図り、新規１１銘柄と再販、既存銘柄の
１年決算型を含め２２ファンドの取扱いを開始
し、いずれもご好評をいただいております。
また「生命保険商品」については、資産運用や

相続対策等、豊かなセカンドライフの実現に
お役立ていただけるよう個人年金保険や終身
保険の充実したラインナップを取揃えており

ます。平成２５年度は一時払個人年金保険１商品、
一時払終身保険３商品、医療保険など保険料が
払込期間満了時まで一定額である平準払保険
４商品の取扱いを新たに開始いたしました。
住宅ローンは、ガン保障特約を付保した「ガン

保障付き住宅ローン」を積極的に推進し、地元
建設・不動産業者とのリレーション強化も図り
新規案件獲得に努めました。また、各営業店で
の住宅ローン休日相談会の開催により、お客
さまの借換えニーズに積極的にお応えしており
ます。
無担保ローンについては、当行で住宅ローン

をご利用いただいているお客さま向けの専用
商品「ちば興銀 サポートローン」を発売しており
ます。お借入額やお借入期間の拡大、インター
ネットでのお申込みを可能とするなど、お客
さまの利便性向上を図るほか、教育資金やマイ
カー資金については金利割引キャンペーンを
実施し、積極的な販売促進に努めてまいりま
した。
インターネットバンキングについては、スマート

フォン専用画面のサービスを開始したほか、
セキュリティソフトやメール通知パスワードの
導入等、利便性向上およびセキュリティ強化に
取組んでおり、お客さまが当行を一層幅広く
ご利用いただけるよう努めております。

営業拠点の充実  
平成２０年より当行ＡＴＭは、３６５日年中無休で

最長８時から２１時までご利用いただけます。
また、全国のローソン店舗等に設置の「ローソン

ＡＴＭ」、ファミリーマートなどの店舗等に設置の
「イーネットＡＴＭ」、セブン銀行、イオン銀行、
ビューアルッテ（ＪＲ東日本の駅内ＡＴＭ）等も当行
のキャッシュカードがご利用いただけます。
このほか、平成２５年度においては、茂原支店

を新築移転いたしました。今後、お客さまの利便
性向上を図り、新規出店や新しい店舗形態等も
積極的に検討を行うとともに、既存店舗について
も順次リニューアルを行い、お客さまに一段と
ご利用いただきやすい店舗網を構築してまいり
ます。

経営の環境

当行の概況

営業の経過および成果等
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当行は地域金融機関として、従来より、お取引先
企業の課題解決に向けた経営改善計画策定支援・
経営指導等に積極的に取組んでおります。国内経済
においては明るい兆しが見えてきているものの、
お取引先企業の経営環境は依然として厳しい状況に
あります。当行では、中小企業金融円滑化法の期限
到来後も変わらぬ金融円滑化への取組みとして、特に
経営改善計画策定支援とあわせた資金繰り支援に
ついても、本部担当部署および外部コンサルティング
会社等を活用し、サポート支援を強化しております。
上記取組み等により、平成２５-２７年度の「地域密着

型金融の恒久的な取組み」においては、経営改善支援
先２１２先のうち１８先の債務者区分がランクアップ
しております。
事業再生支援については、抜本的な事業再生計画

策定支援が必要なお取引先企業に対し、地域経済へ
の影響・従業員の雇用確保等を念頭に置きつつ、中小
企業再生支援協議会を中心に東日本大震災事業者
再生支援機構・産業復興相談センター・地域経済
活性化支援機構・地域再生ファンド・ＲＣＣ・外部コン
サルティング会社等と連携した再生支援に積極的に
取組んでおります。

　

お取引先企業への抜本的な事業再生支援の
取組みや不良債権の回収強化に努めた結果、正常
債権を除いた金融再生法における「開示債権」の
当期末残高は、４３１億円となり、平成２５年３月末
比７６億円減少いたしました。また、総与信額に
占める割合（開示債権比率）は２．４２％となり、平成
２５年３月末比０．５４ポイント改善いたしました。
なお、カバー率（＊）は、７８．９７％となっております。
今後も金融コンサルティング機能の発揮による

経営改善支援等により不良債権の削減を進め、
開示債権の圧縮に努めてまいります。
＊カバー率＝（担保・保証等回収可能額＋貸倒引当金）÷「開示債権」
（正常債権を除く）×１００

預金、預り資産等
当期末の総預金残高は、平成２５年３月末比

４９０億円増加の２兆２,１５５億円となりました。
特に個人預金は、従来よりご好評をいただいて
おります｢マリーンズ応援団定期｣などの発売に
より、幅広いお客さまとの取引拡大を図り、平成
２５年３月末比２５８億円の増加となりました。
また、お客さまの資産運用ニーズにきめ細かく

対応した結果、投資信託の取扱いは増加いたし
ましたが、単位型投資信託の償還等もあり、投資
信託残高は平成２５年３月末比７３億円減少し、９６６
億円となりました。一方、年金保険等の残高は、
一時払商品（年金保険・終身保険）の販売が好調
に推移し、平成２５年３月末比１２５億円増加の
１，２３０億円となりました。

貸出金
当期末の貸出金残高は、お取引企業に対する

コンサルティング機能を最大限発揮し、資金需要
に積極的にお応えした結果、平成２５年３月末比
６５７億円増加の１兆７，２４４億円となりました。
また、住宅ロ－ン・無担保ロ－ンなどの個人

ロ－ン取引を個人取引基盤拡充の中心として
位置付け、「住宅ローン特別金利キャンペーン」
を実施する等、販売体制強化による個人顧客層
の拡大に努めました。また休日相談会開催等に
より、お客さまの借換えニーズに積極的にお応え
した結果、住宅ローン残高は、平成２５年３月末比
３６１億円増加の５，８１３億円となりました。中小
企業向け貸出に個人向け貸出を加えた中小企業
等貸出金残高は１兆４，１４２億円となり、平成
２５年３月末比６５９億円増加いたしました。

有価証券 
当期末の有価証券残高につきましては、ポート

フォリオ改善を図り、一部債券の売却を行った
結果、平成２５年３月末比２０１億円減少し５，２１３
億円となりました。

金融再生法における開示債権額

経営改善支援への取組み等 業　績

▲

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（金融再生法）
金融機能の安定およびその再生を図るため、金融機関の破綻
処理の原則を定めた法律。同法第7条には、金融機関が資産の
査定を行ったときは、債務者の財政状態および経営成績等を基
礎として、資産を区分して、その合計額を公表しなければならない
ものと規定されています。▲

リスク管理債権
銀行法および同施行規則において、銀行は、営業年度ごとに、
業務および財産の状況に関する事項として、貸出金のうち破綻
先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権に
該当する貸出金について公表することを義務づけられています。
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当行は地域金融機関として、従来より、お取引先
企業の課題解決に向けた経営改善計画策定支援・
経営指導等に積極的に取組んでおります。国内経済
においては明るい兆しが見えてきているものの、
お取引先企業の経営環境は依然として厳しい状況に
あります。当行では、中小企業金融円滑化法の期限
到来後も変わらぬ金融円滑化への取組みとして、特に
経営改善計画策定支援とあわせた資金繰り支援に
ついても、本部担当部署および外部コンサルティング
会社等を活用し、サポート支援を強化しております。
上記取組み等により、平成２５-２７年度の「地域密着

型金融の恒久的な取組み」においては、経営改善支援
先２１２先のうち１８先の債務者区分がランクアップ
しております。
事業再生支援については、抜本的な事業再生計画

策定支援が必要なお取引先企業に対し、地域経済へ
の影響・従業員の雇用確保等を念頭に置きつつ、中小
企業再生支援協議会を中心に東日本大震災事業者
再生支援機構・産業復興相談センター・地域経済
活性化支援機構・地域再生ファンド・ＲＣＣ・外部コン
サルティング会社等と連携した再生支援に積極的に
取組んでおります。

　

お取引先企業への抜本的な事業再生支援の
取組みや不良債権の回収強化に努めた結果、正常
債権を除いた金融再生法における「開示債権」の
当期末残高は、４３１億円となり、平成２５年３月末
比７６億円減少いたしました。また、総与信額に
占める割合（開示債権比率）は２．４２％となり、平成
２５年３月末比０．５４ポイント改善いたしました。
なお、カバー率（＊）は、７８．９７％となっております。
今後も金融コンサルティング機能の発揮による

経営改善支援等により不良債権の削減を進め、
開示債権の圧縮に努めてまいります。
＊カバー率＝（担保・保証等回収可能額＋貸倒引当金）÷「開示債権」
（正常債権を除く）×１００

預金、預り資産等
当期末の総預金残高は、平成２５年３月末比

４９０億円増加の２兆２,１５５億円となりました。
特に個人預金は、従来よりご好評をいただいて
おります｢マリーンズ応援団定期｣などの発売に
より、幅広いお客さまとの取引拡大を図り、平成
２５年３月末比２５８億円の増加となりました。
また、お客さまの資産運用ニーズにきめ細かく

対応した結果、投資信託の取扱いは増加いたし
ましたが、単位型投資信託の償還等もあり、投資
信託残高は平成２５年３月末比７３億円減少し、９６６
億円となりました。一方、年金保険等の残高は、
一時払商品（年金保険・終身保険）の販売が好調
に推移し、平成２５年３月末比１２５億円増加の
１，２３０億円となりました。

貸出金
当期末の貸出金残高は、お取引企業に対する

コンサルティング機能を最大限発揮し、資金需要
に積極的にお応えした結果、平成２５年３月末比
６５７億円増加の１兆７，２４４億円となりました。
また、住宅ロ－ン・無担保ロ－ンなどの個人

ロ－ン取引を個人取引基盤拡充の中心として
位置付け、「住宅ローン特別金利キャンペーン」
を実施する等、販売体制強化による個人顧客層
の拡大に努めました。また休日相談会開催等に
より、お客さまの借換えニーズに積極的にお応え
した結果、住宅ローン残高は、平成２５年３月末比
３６１億円増加の５，８１３億円となりました。中小
企業向け貸出に個人向け貸出を加えた中小企業
等貸出金残高は１兆４，１４２億円となり、平成
２５年３月末比６５９億円増加いたしました。

有価証券 
当期末の有価証券残高につきましては、ポート

フォリオ改善を図り、一部債券の売却を行った
結果、平成２５年３月末比２０１億円減少し５，２１３
億円となりました。

金融再生法における開示債権額

経営改善支援への取組み等 業　績

▲

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（金融再生法）
金融機能の安定およびその再生を図るため、金融機関の破綻
処理の原則を定めた法律。同法第7条には、金融機関が資産の
査定を行ったときは、債務者の財政状態および経営成績等を基
礎として、資産を区分して、その合計額を公表しなければならない
ものと規定されています。▲

リスク管理債権
銀行法および同施行規則において、銀行は、営業年度ごとに、
業務および財産の状況に関する事項として、貸出金のうち破綻
先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権に
該当する貸出金について公表することを義務づけられています。
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お客さまの資産運用ニーズへ積極的にお応えし、
きめ細やかなご提案等に努めた結果、投資信託商品
や保険商品の販売増加による役務取引等収益が
増加いたしました。一方、お取引企業や個人事業主
の経営課題解決に向けた情報提供やご提案など
コンサルティング営業を積極的に展開した結果、
貸出金残高は順調に増加しましたが、利回りの低下
により資金収益は減少しました。また、経費はほぼ
前年並みとなりましたが、国債等債券売却益の減少
もあり、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前期
比１５億５２百万円減少の１２０億１９百万円となりま
した。また、コア業務純益（※１）は前期比１１億５９百万円
減少の１０７億９６百万円となりました。
経常利益は、前期に信託受益権償却費１３億円を

計上したことなどから、前期比４億５０百万円増加し、
過去最高の１０６億２８百万円となりました。
なお、税制改正の影響により、法人税等の発生

から法人税等合計額が前期比７億円増加し、当期
純利益は前期比２億１１百万円減少の８０億５３百万円
となりました。

平成２６年３月末の自己資本比率は、収益計上・
内部留保の充実を図る一方で、第三回第三種
優先株式（公的優先株式）の取得・消却の実施に
より、８．６０％となりました。なお、平成２６年３月末
より、国内基準行向けの新しい自己資本比率規制
（バーゼルⅢ）が適用されています。
また、経営の効率性を示す経営指標であるコア

ＯＨＲ（※２）は、コア業務粗利益の減少や経費の増加
により２.２７ポイント上昇し６９.０４％となりました。
また、収益性の高さを示すＲＯＡ（※３）は、コア業務
純益が減少し、総資産期中平残（除く支払承諾
見返）が増加したことにより、０．０５ポイント低下し
０．４５％となりました。

　

　当行は、中立的な第三者による評価を取得し
公表することで、投資家のみなさまやお取引先
のみなさまに財務内容の健全性や収益性などに
ついてご理解いただくため、平成１８年１０月に
株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）から長期発行
体格付（※１）を取得し公表しております。

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、健全
経営を確保するため内部留保の充実を図ると
ともに、安定的な配当に努めていくことを基本
方針としております。
なお当行は、平成２６年３月期決算において、

普通株式の復配を実施しております。

　株主のみなさまの日頃のご支援に感謝の意
をこめて、ご優待制度の拡充に努めております。
平成２６年３月３１日現在で千葉興業銀行の株式
を１００株以上所有されている個人・法人の株主
さまを対象に「株主優待定期預金」の制度を
引続きお取扱いしております。「さわやかハロー
２４」（※２）ともども、ご利用いただけますようお願い
申し上げます。

※1コア業務純益：業務純益から一般貸倒引当金繰入額、国債等
債権関係損益を除いて算出しております。

コアＯＨＲ（経費対コア業務粗利益率＝経費÷コア業務粗利益
（除く国債等債券関係損益）×１００）
一定の業務粗利益を得るために、どの程度経費がかかっているか
を表す指標で、値が小さいほど経営の「効率」の高さを示して
います。
ＲＯＡ《コア業務純益ベース》（総資産利益率＝コア業務純益
÷総資産期中平残（除く支払承諾見返）×１００）
投下された総資産が利益（コア業務純益）を得るためにどの
程度効率的に利用されているかを表す指標で、値が大きい
ほど経営の「収益性」の高さを示しています。

※2

※3

「さわやかハロー２４」：当行の株主さまに無料で、健康や医療
に関するご相談をベテランの医師などが電話でお受けする
サービスです。健康・医療相談のほか、夜間・休日診療の医療
機関ご案内、医療機関情報のご提供、介護などシルバー情報
のご提供についてご利用いただけます。

※２

格 付 け
「ＢＢＢ＋（トリプルＢプラス）」【据え置き】

格付け見通し
「安定的」【据え置き】

長期発行体格付：債務者（発行体）の債務全体を包括的に
捉え、その債務履行能力を評価したものです。

※１ 
（格付けの公表：平成２５年８月２８日）

収　益 格付け

利益配分に関する基本方針

株主優待制度

経営指標 普通株式の配当
当期の普通株式の配当につきましては、１株

当たり３円の配当を行いました。

優先株式の配当
　当期の優先株式の配当につきましては、所定
の配当を行いました。

自己資本比率算定明細
（単位：％・百万円）

1. 自己資本比率
2. コア資本に係る基礎項目
3. コア資本に係る調整項目
4. 自己資本　　２－３
５． リスクアセット

平成26年3月末
８．６０

１２３,３０４
１０２

１２３,２０２
１,４３１,６３２

1.
2.
3.

4.
5.
6.

自己資本比率
基本的項目
補完的項目
（イ）うち自己資本に計上
　   された再評価差額
（ロ）うち劣後ローン（債券）残高
控除項目
自己資本　2＋3ー4
リスクアセット
うちオン・バランス
うちオフ・バランス
うちオペレーショナルリスク

平成25年3月末
12.75

166,613
7,430

5,000
190

173,853
1,363,446
1,273,890
21,421
68,134

ー

■バーゼルⅢ

■ご参考：バーゼルⅡにおける開示内容
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お客さまの資産運用ニーズへ積極的にお応えし、
きめ細やかなご提案等に努めた結果、投資信託商品
や保険商品の販売増加による役務取引等収益が
増加いたしました。一方、お取引企業や個人事業主
の経営課題解決に向けた情報提供やご提案など
コンサルティング営業を積極的に展開した結果、
貸出金残高は順調に増加しましたが、利回りの低下
により資金収益は減少しました。また、経費はほぼ
前年並みとなりましたが、国債等債券売却益の減少
もあり、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前期
比１５億５２百万円減少の１２０億１９百万円となりま
した。また、コア業務純益（※１）は前期比１１億５９百万円
減少の１０７億９６百万円となりました。
経常利益は、前期に信託受益権償却費１３億円を

計上したことなどから、前期比４億５０百万円増加し、
過去最高の１０６億２８百万円となりました。
なお、税制改正の影響により、法人税等の発生

から法人税等合計額が前期比７億円増加し、当期
純利益は前期比２億１１百万円減少の８０億５３百万円
となりました。

平成２６年３月末の自己資本比率は、収益計上・
内部留保の充実を図る一方で、第三回第三種
優先株式（公的優先株式）の取得・消却の実施に
より、８．６０％となりました。なお、平成２６年３月末
より、国内基準行向けの新しい自己資本比率規制
（バーゼルⅢ）が適用されています。
また、経営の効率性を示す経営指標であるコア

ＯＨＲ（※２）は、コア業務粗利益の減少や経費の増加
により２.２７ポイント上昇し６９.０４％となりました。
また、収益性の高さを示すＲＯＡ（※３）は、コア業務
純益が減少し、総資産期中平残（除く支払承諾
見返）が増加したことにより、０．０５ポイント低下し
０．４５％となりました。

　

　当行は、中立的な第三者による評価を取得し
公表することで、投資家のみなさまやお取引先
のみなさまに財務内容の健全性や収益性などに
ついてご理解いただくため、平成１８年１０月に
株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）から長期発行
体格付（※１）を取得し公表しております。

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、健全
経営を確保するため内部留保の充実を図ると
ともに、安定的な配当に努めていくことを基本
方針としております。
なお当行は、平成２６年３月期決算において、

普通株式の復配を実施しております。

　株主のみなさまの日頃のご支援に感謝の意
をこめて、ご優待制度の拡充に努めております。
平成２６年３月３１日現在で千葉興業銀行の株式
を１００株以上所有されている個人・法人の株主
さまを対象に「株主優待定期預金」の制度を
引続きお取扱いしております。「さわやかハロー
２４」（※２）ともども、ご利用いただけますようお願い
申し上げます。

※1コア業務純益：業務純益から一般貸倒引当金繰入額、国債等
債権関係損益を除いて算出しております。

コアＯＨＲ（経費対コア業務粗利益率＝経費÷コア業務粗利益
（除く国債等債券関係損益）×１００）
一定の業務粗利益を得るために、どの程度経費がかかっているか
を表す指標で、値が小さいほど経営の「効率」の高さを示して
います。
ＲＯＡ《コア業務純益ベース》（総資産利益率＝コア業務純益
÷総資産期中平残（除く支払承諾見返）×１００）
投下された総資産が利益（コア業務純益）を得るためにどの
程度効率的に利用されているかを表す指標で、値が大きい
ほど経営の「収益性」の高さを示しています。

※2

※3

「さわやかハロー２４」：当行の株主さまに無料で、健康や医療
に関するご相談をベテランの医師などが電話でお受けする
サービスです。健康・医療相談のほか、夜間・休日診療の医療
機関ご案内、医療機関情報のご提供、介護などシルバー情報
のご提供についてご利用いただけます。

※２

格 付 け
「ＢＢＢ＋（トリプルＢプラス）」【据え置き】

格付け見通し
「安定的」【据え置き】

長期発行体格付：債務者（発行体）の債務全体を包括的に
捉え、その債務履行能力を評価したものです。

※１ 
（格付けの公表：平成２５年８月２８日）

収　益 格付け

利益配分に関する基本方針

株主優待制度

経営指標 普通株式の配当
当期の普通株式の配当につきましては、１株

当たり３円の配当を行いました。

優先株式の配当
　当期の優先株式の配当につきましては、所定
の配当を行いました。

自己資本比率算定明細
（単位：％・百万円）

1. 自己資本比率
2. コア資本に係る基礎項目
3. コア資本に係る調整項目
4. 自己資本　　２－３
５． リスクアセット

平成26年3月末
８．６０

１２３,３０４
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4.
5.
6.

自己資本比率
基本的項目
補完的項目
（イ）うち自己資本に計上
　   された再評価差額
（ロ）うち劣後ローン（債券）残高
控除項目
自己資本　2＋3ー4
リスクアセット
うちオン・バランス
うちオフ・バランス
うちオペレーショナルリスク

平成25年3月末
12.75

166,613
7,430

5,000
190

173,853
1,363,446
1,273,890
21,421
68,134

ー

■バーゼルⅢ

■ご参考：バーゼルⅡにおける開示内容
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損益の状況 
当連結会計年度の業績については、平成25年

度からスタートした中期経営計画「変革・成長戦略
“2nd Stage”」に基づき、経営課題に対応する
具体的な戦略施策を積極的に展開した結果、以下
のとおりとなりました。
損益面におきましては、お客さまの資産運用

ニーズへきめ細やかな提案に努めた結果、投資
信託商品や保険商品の販売増加による役務取引
等収益が増加しました。一方、法人や個人事業主
の経営課題解決に向けた情報提供やご提案など
コンサルティング活動を積極的に展開した結果、
貸出金は順調に増加しましたが、市場金利が低位
で推移したことから、資金運用収益は減少しま
した。また、国債等債券売却益の減少もあり、経常
収益は、前連結会計年度比１４億３４百万円減少
の５２５億５５百万円となりました。経常費用は、
前期に信託受益権償却費計上や第四回第四種
優先株式に係る新株発行費発生があったこと、
有価証券に係る損失が減少したことなどにより、
前連結会計年度比２２億５２百万円減少の４０６億
９１百万円となりました。この結果、経常利益は、
前連結会計年度比８億１８百万円増加の１１８億
６４百万円となりました。また、税制改正の影響に
より、繰延税金資産の取崩しが発生したことから
法人税等合計額が前連結会計年度比増加し、
当期純利益は、前連結会計年度比１億１９百万円
減少の８５億５５百万円となりました。

セグメント情報  
　セグメント情報ごとの業績の状況につきま
しては、銀行業の経常収益は前連結会計年度比
１５億１３百万円減少して４４２億７８百万円、セグ
メント利益は前連結会計年度比４億５０百万円
増加して１０６億２８百万円となりました。リース業
の経常収益は前連結会計年度比４億１３百万円
増加して８４億１４百万円、セグメント利益は前
連結会計年度比３億３９百万円増加して４億４０百
万円となりました。また、信用保証・クレジット
カード業の経常収益は前連結会計年度比１億
８８百万円増加して２３億４百万円、セグメント利益
は前連結会計年度比４６百万円減少して１１億
３７百万円となりました。その他の事業の経常収益
は前連結会計年度比１億５１百万円減少して２４億
２２百万円、セグメント利益は前連結会計年度比
５百万円減少して１億４９百万円となりました。

資産・負債・純資産の状況 
預金残高は、個人預金等の増加を中心に、前

連結会計年度比４５７億円増加し２兆１,９９０億円
となりました。
貸出金残高は、コンサルティングによる資金

需要の掘り起こしや、お取引先の資金ニーズへ
前向きに取組んだ結果、前連結会計年度比６５１
億円増加して１兆７,２０１億円となりました。有価
証券残高は、ポートフォリオの改善を図り、一部
債券の圧縮を行ったことから、前連結会計年度
比２０１億円減少し５,２１０億円となりました。
純資産の部については、平成２５年７月に第三回

第三種優先株式の全株式を取得し消却（公的
資金の返済）したため、純資産の部合計は前連結
会計年度比５５２億円減少し１,２６４億円となり
ました。
当連結会計年度末の連結自己資本比率（国内

基準）は、８．９１％となりました。なお、平成２６年
３月期より新基準（バーゼルⅢ）で算出を行って
おります。

キャッシュ・フローの状況
連結キャッシュ・フローについては、税金等調整

前当期純利益１１７億円、貸出金の増加６５１億円、
預金の増加４５７億円、コールローン等の減少８２１
億円等により、営業活動によるキャッシュ・フロー
は８６８億円（前連結会計年度比１，１５１億円の
増加）となりました。
有価証券の売却・償還による収入１，６４０億円、

有価証券の取得による支出１，４２８億円、有形
固定資産取得による支出１１億円等により、投資
活動によるキャッシュ・フローは１９２億円（前連結
会計年度比１７８億円の増加）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、第三回

第三種優先株式を取得し消却（公的資金の返済）
したことによる支出６０２億円、劣後特約付借入金
の返済による支出５５億円、配当金支払１７億円等
により、△６７４億円（前連結会計年度比１，０２８
億円の減少）となりました。
この結果、当連結会計年度の現金及び現金
同等物の期末残高は、７１６億円（前連結会計年度
比３８７億円の増加）となりました。

　当行のその他の関係会社である株式会社
みずほフィナンシャルグループについて、支配
株主等に関する事項は、以下のとおりです。
 

親会社等の企業グループにおける当行の
位置付け、当行と親会社等との関係
　当行は、株式会社みずほフィナンシャルグループ
の持分法適用関連会社であります。同社グループ
は、平成26年3月31日現在で議決権数105,439個
（議決権所有割合：20.86％）を所有しております。
　当行は同社グループより、業務管理、新商品・
サービスの開発などに関する各種ノウハウを吸収
し、当行の業務に反映させることで、他の地域金融
機関に一歩先んじた戦略施策を展開し、地域の
お客さまのニーズにお応えしております。なお、
株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社
である株式会社みずほ銀行との間では、経営コン
サルティング業務委託契約を締結しております。
　また、当行からの要請により、本部企画部門強化
の目的で、株式会社みずほ銀行からの出向者が本部
主要部署に在籍しております。
　当行の経営方針や経営戦略、並びにこれらに基づく
各種施策等については、一定のルールに則り同社
グループに対し報告を行っておりますが、これらの
経営方針・戦略施策等の企画・立案から機関決定に
いたるまで、当行内において十分な討議と意思疎通
に基づき法令を遵守した意思決定を行う体制をとって
おり、同社グループからの独立性を確保しております。

支配株主等との取引に関する事項
支配株主等との取引に関しまして、記載すべき

重要なものはありません。

支配株主との取引等を行う際における
少数株主の保護の方策の履行状況
支配株主を有していないため、該当ございません。

支配株主等に関する事項について 当期の経営成績(連結)

親会社、支配株主（親会社を除く。）
又はその他の関係会社の商号等（平成26年3月31日現在）
名　称
属　性
議決権
所有
割合（％）
発行する株券が
上場されている
金融商品取引所等

直接所有分
合算対象分

計

0.00
20.86
20.86

株式会社みずほフィナンシャルグループ
その他の関係会社

株式会社東京証券取引所市場第一部
株式会社大阪証券取引所市場第一部
ニューヨーク証券取引所（米国）

（注）議決権所有割合欄の合算対象分は、
　　間接所有分の議決権所有割合を記載しております。
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損益の状況 
当連結会計年度の業績については、平成25年

度からスタートした中期経営計画「変革・成長戦略
“2nd Stage”」に基づき、経営課題に対応する
具体的な戦略施策を積極的に展開した結果、以下
のとおりとなりました。
損益面におきましては、お客さまの資産運用

ニーズへきめ細やかな提案に努めた結果、投資
信託商品や保険商品の販売増加による役務取引
等収益が増加しました。一方、法人や個人事業主
の経営課題解決に向けた情報提供やご提案など
コンサルティング活動を積極的に展開した結果、
貸出金は順調に増加しましたが、市場金利が低位
で推移したことから、資金運用収益は減少しま
した。また、国債等債券売却益の減少もあり、経常
収益は、前連結会計年度比１４億３４百万円減少
の５２５億５５百万円となりました。経常費用は、
前期に信託受益権償却費計上や第四回第四種
優先株式に係る新株発行費発生があったこと、
有価証券に係る損失が減少したことなどにより、
前連結会計年度比２２億５２百万円減少の４０６億
９１百万円となりました。この結果、経常利益は、
前連結会計年度比８億１８百万円増加の１１８億
６４百万円となりました。また、税制改正の影響に
より、繰延税金資産の取崩しが発生したことから
法人税等合計額が前連結会計年度比増加し、
当期純利益は、前連結会計年度比１億１９百万円
減少の８５億５５百万円となりました。

セグメント情報  
　セグメント情報ごとの業績の状況につきま
しては、銀行業の経常収益は前連結会計年度比
１５億１３百万円減少して４４２億７８百万円、セグ
メント利益は前連結会計年度比４億５０百万円
増加して１０６億２８百万円となりました。リース業
の経常収益は前連結会計年度比４億１３百万円
増加して８４億１４百万円、セグメント利益は前
連結会計年度比３億３９百万円増加して４億４０百
万円となりました。また、信用保証・クレジット
カード業の経常収益は前連結会計年度比１億
８８百万円増加して２３億４百万円、セグメント利益
は前連結会計年度比４６百万円減少して１１億
３７百万円となりました。その他の事業の経常収益
は前連結会計年度比１億５１百万円減少して２４億
２２百万円、セグメント利益は前連結会計年度比
５百万円減少して１億４９百万円となりました。

資産・負債・純資産の状況 
預金残高は、個人預金等の増加を中心に、前

連結会計年度比４５７億円増加し２兆１,９９０億円
となりました。
貸出金残高は、コンサルティングによる資金

需要の掘り起こしや、お取引先の資金ニーズへ
前向きに取組んだ結果、前連結会計年度比６５１
億円増加して１兆７,２０１億円となりました。有価
証券残高は、ポートフォリオの改善を図り、一部
債券の圧縮を行ったことから、前連結会計年度
比２０１億円減少し５,２１０億円となりました。
純資産の部については、平成２５年７月に第三回

第三種優先株式の全株式を取得し消却（公的
資金の返済）したため、純資産の部合計は前連結
会計年度比５５２億円減少し１,２６４億円となり
ました。
当連結会計年度末の連結自己資本比率（国内

基準）は、８．９１％となりました。なお、平成２６年
３月期より新基準（バーゼルⅢ）で算出を行って
おります。

キャッシュ・フローの状況
連結キャッシュ・フローについては、税金等調整

前当期純利益１１７億円、貸出金の増加６５１億円、
預金の増加４５７億円、コールローン等の減少８２１
億円等により、営業活動によるキャッシュ・フロー
は８６８億円（前連結会計年度比１，１５１億円の
増加）となりました。
有価証券の売却・償還による収入１，６４０億円、

有価証券の取得による支出１，４２８億円、有形
固定資産取得による支出１１億円等により、投資
活動によるキャッシュ・フローは１９２億円（前連結
会計年度比１７８億円の増加）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、第三回

第三種優先株式を取得し消却（公的資金の返済）
したことによる支出６０２億円、劣後特約付借入金
の返済による支出５５億円、配当金支払１７億円等
により、△６７４億円（前連結会計年度比１，０２８
億円の減少）となりました。
この結果、当連結会計年度の現金及び現金
同等物の期末残高は、７１６億円（前連結会計年度
比３８７億円の増加）となりました。

　当行のその他の関係会社である株式会社
みずほフィナンシャルグループについて、支配
株主等に関する事項は、以下のとおりです。
 

親会社等の企業グループにおける当行の
位置付け、当行と親会社等との関係
　当行は、株式会社みずほフィナンシャルグループ
の持分法適用関連会社であります。同社グループ
は、平成26年3月31日現在で議決権数105,439個
（議決権所有割合：20.86％）を所有しております。
　当行は同社グループより、業務管理、新商品・
サービスの開発などに関する各種ノウハウを吸収
し、当行の業務に反映させることで、他の地域金融
機関に一歩先んじた戦略施策を展開し、地域の
お客さまのニーズにお応えしております。なお、
株式会社みずほフィナンシャルグループの子会社
である株式会社みずほ銀行との間では、経営コン
サルティング業務委託契約を締結しております。
　また、当行からの要請により、本部企画部門強化
の目的で、株式会社みずほ銀行からの出向者が本部
主要部署に在籍しております。
　当行の経営方針や経営戦略、並びにこれらに基づく
各種施策等については、一定のルールに則り同社
グループに対し報告を行っておりますが、これらの
経営方針・戦略施策等の企画・立案から機関決定に
いたるまで、当行内において十分な討議と意思疎通
に基づき法令を遵守した意思決定を行う体制をとって
おり、同社グループからの独立性を確保しております。

支配株主等との取引に関する事項
支配株主等との取引に関しまして、記載すべき
重要なものはありません。

支配株主との取引等を行う際における
少数株主の保護の方策の履行状況
支配株主を有していないため、該当ございません。

支配株主等に関する事項について 当期の経営成績(連結)

親会社、支配株主（親会社を除く。）
又はその他の関係会社の商号等（平成26年3月31日現在）
名　称
属　性
議決権
所有
割合（％）
発行する株券が
上場されている
金融商品取引所等

直接所有分
合算対象分

計

0.00
20.86
20.86

株式会社みずほフィナンシャルグループ
その他の関係会社

株式会社東京証券取引所市場第一部
株式会社大阪証券取引所市場第一部
ニューヨーク証券取引所（米国）

（注）議決権所有割合欄の合算対象分は、
　　間接所有分の議決権所有割合を記載しております。
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